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係留施設（物揚場、岸壁） 
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沈下部は応急処置としてオーバーレイを施工し、漁業活動に利用している。

エプロン部のひび割れ、沈下 エプロン部の沈下

老朽化の状況（写真）

平成8年3月31日（元は昭和46年3月31日）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 エプロン

詳細調査の有無・実施内容

■ 無 □

平面図・断面図

施設種類 物揚場 構造種類 直立消波式（元断面は方塊積式） 建設年度

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

有
（実施内容）

老朽化度・健全度評価の結果

No.1No.27 物揚場
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

（採用した工法・断面図）

対策コスト一覧

コスト縮減効果

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｄ-１，２ No.2

直立消波ブロック背面（ブロック目地部）からの吹き出しを防砂板にて抑制することが基本となる。

シナリオ設定工法

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲

検討された工法

機能保全計画の比較工法

水上

シナリオ概要

選定工法

工法名 防砂板設置+エプロン舗装一部撤去復旧

工法決定要因

No.27 物揚場

エプロン部全域に渡り、ひび割れ、沈下が確認されており、施設利用に影響がある。

これは直立消波ブロック背後の防砂板の未設置が裏込材の緩みを引き起こしたため

と考えられ、裏込工とエプロンに対する対策工法を検討する。
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【対策前】 【対策後】

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工）

No.3実施された工法 No.27 物揚場コンクリート構造物：Ⅱ-D-1

千円/m44
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エプロンの陥没

エプロンの段差

施設種類 岸壁 構造種類 ブロック積式 建設年度

No.28 岸壁

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 エプロン、上部工

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・潜水目視調査：目地の開き、目地部前面の局所的堆砂、方塊ブロックの欠損確認。
・空洞化調査：エプロン削孔。最大深さ62cmの空洞確認。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和35年度

断面図
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■ □

【シナリオ１】 【シナリオ２】

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　）

コスト縮減効果

No.28 岸壁

シナリオ比較

選定工法

工法名 ｴﾌﾟﾛﾝ等撤去復旧、目地部防砂板設置

No.2

シナリオ設定工法

水中

対策方針

適用範囲 水上

安全性や利用性を確保するため損傷箇所の機能回復

検討された工法

機能保全計画の比較工法

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｄ-１，２

シナリオ概要

工法決定要因

エプロン部にはひび割れ、陥没が確認され、さらに空洞化調査で、最大62cmの空洞が

確認された。本体工目地に開きが確認されており、エプロン舗装の陥没は裏込砂の吸出し

による要因が大きいと思われる。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 144

実施された工法 No.28 岸壁ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ－Ｄ－１
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はらみ出し エプロンの段差 エプロンのひび割れ

No.29 物揚場 No.1

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

施設種類 物揚場 構造種類 ﾌﾞﾛｯｸ積み式 建設年度 不明

断面図

老朽化の状況（写真）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 エプロン、法線（上部工）

詳細調査の有無・実施内容

■ 無 □ 有

老朽化度・健全度評価の結果

 No.1 No.2 No.3 No.4

a
隣接するスパンとの間に20cm以上
の凹凸がある。

b
隣接するスパンとの間に10～20cm
程度の凹凸がある。

c
上記以外の場合で、隣接するスパ
ンとの間に10cm未満の凹凸があ
る。

d 変状なし。

重力式本体背後の土砂が流出して
いる。
重力式本体背後のエプロンが陥没

している。
車両の通行や歩行に重大な支障が
ある。
重力式本体目地(上部工含む)に顕

著な開き、ずれがある。
エプロンに3cm以上の沈下(段差)が
ある。
エプロンと後背地の間に30cm以上

の沈下(段差)がある。
重力式本体目地(上部工含む)に軽
微な開き、ずれがある。

エプロンに3cm未満の沈下(段差)が
ある。
エプロンと後背地の間に30cm未満
の沈下(段差)がある。

d 変状なし。

コンクリート舗装でひび割れ度が
2m/㎡以上である。

アスファルト舗装でひび割れ率が
30％以上である。
車両の通行や歩行に支障があるひ
び割れや損傷が見られる。

コンクリート舗装でひび割れ度が
0.5～2m/㎡である。
アスファルト舗装でひび割れ率が

20～30％である。

c 若干のひび割れが見られる。

d 変状なし。

a
係船岸の性能を損なうような損傷

がある。

幅3mm以上のひび割れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい

る。

幅3mm未満のひび割れがある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

a
中詰材等が流出するような穴開

き、ひび割れ、欠損がある。
複数方向に幅3mm程度のひび割れが
ある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。
方向に幅3 程度のひび割れがあ

b b b b

目視
コンクリートの劣化、損傷
（RCの場合）

重力式
係船岸

岸壁法線

上部工

エプロン
(通常の場合)

d

d d d

d

目視

b

目視

a

b

コンクリートの劣化、損傷

凸凹、出入り

コンクリートまたはアス
ファルトの劣化、損傷

a

沈下、陥没

・移動量

・コンクリートまたはア
スファルトのひび割れ、
損傷

目視

老朽化度

・ひび割れ、剥 離、損
傷

・鉄筋露出
・劣化の兆候など

c

b

c

・ひび割れ、剥離、損傷
・鉄筋露出
劣 兆候など

d

b

d

－

d d

－ －－

対象施設 調査位置 調査項目 調査方法

目視

b

変状

a a

確認される変状の程度
スパン毎の老朽化度の評価
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■ □

■ 経済比較 □

No.2

エプロンの沈下が著しく、物揚場としての機能が低下する恐れがある。物揚場の性能に影響を及ぼす程度の欠損が生じることを防ぐ。

検討された工法 No.29 物揚場ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-Ｄ-１

工法名 現場打擁壁工法

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

機能保全計画の比較工法

シナリオ設定工法

シナリオ概要

選定工法

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 

一部上部工法線から最大35cmのはらみ出しが確認された。エプロンと

上部工の目地が最大4cm開いており、最大11cmの段差も確認された。

放置すると裏込め材の流出・段差に溜まった水の冬季の凍結等

漁業活動に支障をきたす恐れがあるため、対策が必要である。
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断面図

No.29 物揚場 No.3

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事 単価（直工） 102 千円/m

平面図・標準断面図（横断図）

写真（補修前・補修後）

実施された工法 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ-D-1

平面図

断面図
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上部工の欠損・ひび割れ 上部工の欠損 上部工の欠損

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和41～42年

部材名 上部工

■ 無 □

断面図

施設種類 物揚場 構造種類 鋼矢板式 建設年度

No.1No.30 物揚場

対象 老朽化

施設 度 No.1

a
係船岸の性能を損なうような損傷
がある。

幅3mm以上のひび割れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。

幅3mm未満のひび割れがある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

調査項目

コンクリートの
劣化、損傷

スパン毎の老朽化度の評価

矢板式
係船岸

上部工

b・ひび割れ、
剥 離、損傷
・鉄筋露出
・劣化の兆候
など

変状調査方法

目視

c

調査位置

a

確認される変状の程度
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策費用一覧

コスト縮減効果

工法名 打ち換え工法

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

上部工欠損箇所等の補修

シナリオ設定工法

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.30 物揚場ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅰ-Ｃ-３、Ⅱ-Ｄ-１

本施設の上部工には施設全体にわたり、ひび割れ、欠損等の施設の性能に関わる

大きな損傷が確認されている。物揚場は施設として漁業活動に多大な影響を与える

重要施設であり、対策を要する。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 70

実施された工法 No.30 物揚場ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物：Ⅱ－Ｄ－１
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エプロン下には詳細調査で空洞が確認された。

エプロン下の空洞 エプロン下の空洞

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 エプロン

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・エプロン部レーダー探査：二つのスパンで異常。
・ファイバースコープ調査：異常箇所で空洞を確認（最大深さ55cm）。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和41年度

断面図

No.31 岸壁
施設種類 岸壁 構造種類 矢板式 建設年度
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■ □

※上表ではシナリオ２、３のLCCが同額となっているが、100千円単位で四捨五入したためであり、単価ではシナリオ２が経済的である

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　）

対策コスト一覧

コスト縮減効果

※上記２表はエプロンのみでなく全部材の対策を対象としている。

シナリオ概要

選定工法

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造：Ⅱ-Ｄ-１

工法名 砕石充填工法

工法決定要因

No.2

シナリオ設定工法

水中

検討された工法 No.31 岸壁

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

空洞部の対策

機能保全計画の比較工法

簡易調査によるエプロンの老朽化度は各スパンｃ,ｄであるが、詳細調査のレーダー調査の結果、

エプロン下の一部に空洞化が確認され（最大深さ55cm）、早急な対策が必要である。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 13

実施された工法 No.31 岸壁ｺﾝｸﾘｰﾄ構造：Ⅱ－Ｄ－１
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（海側）

エプロン下の空洞

施設種類 岸壁 構造種類 矢板式 建設年度

No.32 岸壁

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 エプロン

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・エプロン部レーダー探査：異常のあるスパンあり。
・ファイバースコープ：異常箇所での目視調査。空洞化を確認。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和55年度

断面図
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■ □

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　）

対策コスト一覧

コスト縮減効果

※上記2表はエプロンのみでなく全対策コストが含まれている。

砕石充填工法

工法決定要因

No.2

シナリオ設定工法

水中

検討された工法 No.32 岸壁

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

空洞補修（再度、吸い出しを受けない材料で充填）

機能保全計画の比較工法

シナリオ概要

選定工法

ｺﾝｸﾘｰﾄ構造：Ⅱ-Ｄ-１

工法名

詳細調査の結果、エプロン下に空洞化が確認されており、施設利用に影響を及ぼす恐れがある。

空洞化部の対策は緊急を要すると判断した。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 18

実施された工法 No.32 岸壁ｺﾝｸﾘｰﾄ構造：Ⅱ－Ｄ－１
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矢板の発錆、孔食 矢板の発錆、孔食

施設種類 岸壁 構造種類 鋼矢板 建設年度

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

No.1

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

部材名 矢板

詳細調査の有無・実施内容

□ 無 ■ 有
・潜水目視調査：一部発錆と孔食
・肉厚調査：残存年数29年程度

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和26～58年

断面図

No.33 岸壁

※平成20年度策定の計画であるため、

平成27年5月改定の手引きに記載される

点検様式と異なる点に留意されたい
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■ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

工法決定要因

選定工法

工法名 電気防食+ペトロラタム工法

鋼構造物：Ⅰ-Ａ-１，B-３　Ⅱ-Ａ-１ No.33 岸壁 No.2

シナリオ設定工法

水中

対策方針

適用範囲 水上

腐食に着目した対策

検討された工法

機能保全計画の比較工法

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

シナリオ概要

鋼矢板に全体的に発錆している。また、一部に浮きや孔食が生じている。

残存肉厚は確保されており、老朽化度は各スパンｃ評価となっているが、

漁業活動に重要な施設であり、肉厚が確保されている段階での対策が

必要と判断した。シナリオ①：電気防食⇒ベトロラタム工法

シナリオ②：RC被覆

シナリオ③：鋼板溶接

シナリオ④：更新
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
対
策
工
法
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 177

実施された工法 No.33 岸壁鋼構造物：Ⅰ－Ａ－１

アルミニウム合金陽極設置
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鋼矢板の発錆 鋼矢板の発錆（水中）

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有 ・肉厚調査：設計肉厚代が残存。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和35～55年

部材名 矢板

□ 無 ■

断面図

施設種類 物揚場 構造種類 鋼矢板式 建設年度

No.1No.34 物揚場

 

 
老朽化

度 No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 No.7 No.8 No.9 No.10 No.11 No.12 No.

スパン毎の老朽化度の評価
調査方法 変状 確認される変状の程度調査位置 調査項目

d 変 。

a
係船岸の性能を損なうような損
傷がある。

幅3mm以上のひび割れがある。

広範囲に亘り鉄筋が露出してい
る。

幅3mm未満のひび割れがある。

局所的に鉄筋が露出している。

d 変状なし。

腐食による開孔や変形、その他
著しい損傷がある。

開孔箇所から裏理材が流出して
いる兆候がある。

L.W.L付近に孔食がある。

全体的に発錆がある。

c 部分的に発錆がある。

d
付着物は見られるが、発錆、開
孔、損傷は見られない。

a 欠陥面積率10%以上

b 欠陥面積率0.3%以上10%未満

c 欠陥面積率0.03%以上0.3%未満

d 欠陥面積率0.03%未満

a
鋼材が露出し、錆が発生してい
る。

被覆材に鋼材まで達するすり

d

c

鋼矢板等

鋼材の腐食、亀裂、損傷
（防食工を施している場合）

塗装の場合

b

c

a

b

上部工
コンクリートの劣化、損
傷

目視 cc

・穴あきの有無
・水面上の鋼材の腐食
・表面の傷の状況
・継手の腐食状況

・欠陥面積率

目視

c

・ひび割れ、剥 離、
損傷
・鉄筋露出
・劣化の兆候など

d c d d b

c

ｄ dc

c

c d d

c c c c c cc

c
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□ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

工法名 ペトロラタムライニング+電気防食

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

鋼矢板の腐食の進行を抑制

シナリオ設定工法

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.34 物揚場鋼構造物：Ⅰ-Ａ-１，Ｂ-２，３

鋼矢板に全体的に発錆が確認された。現状は残存肉厚は不足しておらず、各スパンｃ評価

となっているが、腐食の進行を今後も放置した場合には、施設機能の低下が懸念される。

漁業活動に重要な施設であることから、肉厚が不足する前に腐食の進行を抑制する対策を検討する。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 305

実施された工法 No.34 物揚場鋼構造物：Ⅰ－Ａ－１、Ⅰ－Ｂ－３

ｖ

ｖ

ｖ

ｖ

アルミニウム合金陽極

アルミニウム合金陽極
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鋼矢板の発錆 鋼矢板の発錆 鋼矢板の発錆

構造種類 鋼矢板式 建設年度

No.1No.35 岸壁

詳細調査の有無、実施内容と結果概要

施
設
基
本
情
報

（
台
帳

）

保
全
対
策
実
施
箇
所
老
朽
化
状
況

（
簡
易
調
査
等
結
果

）

有 ・肉厚調査：設計腐食代は残存しているが、最短で13年後に残存肉厚が消失。

老朽化度・健全度評価の結果

老朽化の状況（写真）

昭和62年

部材名 鋼矢板

□ 無 ■

断面図

施設種類 岸壁
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□ ■

■ 経済比較 □ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

シナリオ比較

対策コスト一覧

コスト縮減効果

No.2

選定工法

検討された工法

機能保全計画の比較工法

No.35 岸壁鋼構造物：Ⅰ-Ａ-１，Ｂ-２，３

工法名 ペトロラタムライニング+電気防食

工法決定要因

水中

機
能
保
全
計
画
で
の
対
策
検
討
の
概
要

対策方針

適用範囲 水上

鋼矢板の腐食の進行抑制

シナリオ設定工法
鋼矢板が全体的に発錆しており、詳細調査の結果、最短13年で残存腐食代が

なくなる計算となった。腐食の進行を放置した場合、施設の機能が低下する

恐れがあり、対策を必要とする。
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No.3
千円/m

写真（補修前・補修後）

保
全
工
事
の
概
要

機能保全工事

平面図・標準断面図（横断図）

単価（直工） 350

実施された工法 No.35 岸壁鋼構造物：Ⅰ－Ａ－１，Ｂ－３

ペトロラタムライニング

アルミニウム合金陽極

アルミニウム合金陽極

アルミニウム合金陽極
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